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研究ノート
イギリスの失業救済と失業統計
請求者登録統計の原型の形成
?
井
?
要約
イギリスでは、失業救済の諸施策、失業保険等の社会保障の諸施策との関係で、請求者
登録統計が形成、発展し、 1911年の国家の強制的失業保険法の成立をもって、その原型が
確立した。 20世紀初頭には、・周期的恐慌によって都市の労働能力者の失業と不完全就業が
集積し、その対策として失業救済の関連法が制定された。本稿では、失業保険法成立の前
期を対象に、労働組合の失業給付、 1905年の失業労働者法、 1909年の職業紹介所法を考察
し、請求者登録統計の基礎にある失業給付の対象、給付の諸条件の規定を検討し、失業救
済と請求者登録統計の原型の形成とその基本的概念と方法を考察した。
キーワード：請求者登録統計：労働力統計；失業救済；労働組合の失業給付；失業労働者法：職業
紹介所法；労働能力者の失業；失業統計の原型
経済学文献季報分類番号： 16-20 ; 19-30 
まえがき 問題の所在
イギリスでは、 2つの失業・雇用統計すなわち業務統計としての失業給付の請求者登録統
計 (ClaimantAccount: CC) と調査統計としての世帯を対象とする労働力調査 (Labour
Force Survey: LFS)がある。前者の失業統計は、社会保障の取り組みが世界の先駆としてお
こなわれたイギリスでは、貧困救済、労働組合の失業救済、失業保険等の社会保障の諸施策
との関係で形成、発展した。イギリスにおいて、貧困救済、失業救済の施策の結果として請
求者登録統計（失業救済関連給付の請求者の登録の記録）の形態で形成された失業統計は、
1世紀半を越える長い歴史をもち、国際的にも歴史的にも重鎮をなす統計の一つである叫
現在、 ILOの雇用・失業統計の国際基準になっている労働力調査は、アメリカの1930年代
の世界恐慌とニューディールの失業救済・雇用政策の一環として実施され、 WPA(雇用促進
局）と各州・市の失業救済調査・失業調査において失業の 3条件（無職、求職、就業可能）
が明確化され、労働力調査の基本的概念と方法が体系化され、 1940年の合衆国人ロセンサス
で初めて組織的に調査が行われ、戦後は、 ILOの国際基準として体系化された〔岩井
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(1992)、参照〕。失業統計の歴史的展開をみると、アメリカで形成された労働力調査の基礎
にある失業概念（失業の 3条件、等）の規定に先行して、イギリスの失業救済と失業統計
（請求者登録統計）の形成、発展、特に失業保険法の成立と失業給付の対象の規定、給付諸
条件の規定において、失業の概念規定とその測定方法が検討され、請求者登録統計として形
成•発展していた。イギリスの請求者登録統計からアメリカの労働力調査にいたる基本的概
念と方法を検討し、失業統計の歴史的経緯およびその国際的諸関係 (ILO国際労働統計家会
議、等）を解明し、失業統計の歴史的社会的規定性を考察することは、重要な課題である巴
本稿の主題は、イギリスにおける失業救済と請求者登録統計の原型（源基形態）、その基
本的概念と方法の解明にある。イギリスの失業統計は、失業給付に関する政府業務の記録と
しての業務統計であるので、政府の社会保障政策の変化、失業関係給付の規定条件等の行政
的変更にともない、失業の規定とその範囲は、政策的に変更され、請求者登録統計の対象反
映性、連続性が問題にされてきた。政府の社会保障、失業保険政策の変更、その失業給付等
の行政手続と請求者登録統計を巡って、失業統計批判の論争が展開されてきた。イギリスの
失業統計論争の論点の整理、解明のためにも、イギリスの失業統計（請求者登録統計）の原
型、その基本的概念と方法の解明が課題となっている。
N. ホワイトサイドは、『不況の時代』 (Whiteside,N. (1991)) において、イギリスの失業
の歴史の社会的、政策的考察をおこない、 19世紀末から20世紀初頭にかけての救貧法による
公的救済の再検討と新たな都市の失業救済の課題、任意の労働組合の共済事業（失業給付）
から強制的な国家の失業保険制度へ転換過程を分析している。本論に入る前に、彼の失業の
諸規定と失業救済について所説にふれておく。 19世紀末には、救貧法の対象である公的救済
の救民 (paupers)は、多様な理由の救民が存在していた。救貧法の対象外にいる救民とし
ては、老齢の救民と失業者がおり、特に19世紀末の周期的不況による都市の大量の失業者の
集積は、救済対象の失業者の規定と失業救済策を国家的課題とさせた。失業者 (the
unemployed)を他の形態の無職者 (joblessor out of work) と区分する一定の基準を定める
ことが試みせられた。当時の救貧法下においては、無職者 Gobless)と失業者 (unemployment
or the unemployed)の用語は、明確に識別されておらず、貧困救済と関連して、「仕事がな
い状態」を「無職」または「無職者」とされていた。失業は「一般に経済変数の一つ」と解
釈されているが、歴史的には「一つの社会的、政治的構成物であった」（同上、 pp.50-51)
とされる。失業者は、単に「仕事を見いだすことができないという主張では」失業者になれ
なかった。単に個人的な理由（怠惰、無能、劣悪な労働習慣、等）による失業では失業者の
資格がないとみなれた。「イギリスでは、失業は常に社会的扶助への無職者の権利を決める
失業登録による行政手続きによって規定されている」。
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1880年代、チャールズブースは、有名な貧困• 失業の社会調査において、貧困が彼ら自
身の個人的弱点ー怠惰、犯罪、放蕩、酒飲み、肉体的障害ーによる者と、常用雇用に就くこ
とを希望し、かつ仕事を見いだせない常用労働者とを区別しょうとした。「過酷な救貧法は、
失業者達を処理するには妥当ではなくなったことが、次第に明になった」。救貧法と並行し
て、労働組合の救済事業が開始され、多くの労働組合は「疾病者または失業者である組合員
に失業給付を与える」ようになった。しかし19世紀末の労働組合組織は、代表的な産業部門
に限定され、その組織対象も熟練労働者に著しく制限されていた。「1886年から、毎年、労
働組合の団体により公表されていた最初の失業数字は、これら給付を提供していた労働組合
の支払われた『給付』から作成された」ものであった（同上、 pp.51-52)。都市の失業救済
策として、 1887年の労働者補償法、 1905年の失業労働者法、 1909年の職業紹介法（施行は
1910年）の労働関係法が整備され、 1911年に失業保険法が成立し、労働組合の任意の失業救
済（失業給付）事業から強制的な国家失業保険制度に転換された。失業保険の給付との関係
で、失業者の規定が検討されたが、「失業者は基本的に肉体的にその仕事に就業できる仕事
を探している者」と規定された（同上、 p.53)。失業保険法の導入により、「個人の管理の届
かない景気変動、季節調整、その他の同様な状況によって、失業者は無職で、かつ短期の、
一時的な期間、苦痛をうける常用の雇用者（それを証明するためには保険料の支払いの記録
が必要）」と規定された（同上、 p.63)。
また失業の測定方法と関連資料の綿密な歴史的考察をおこなった W.R.ガーサイドは、著
書『失業の測定』 (Garside,W.R (1980))の冒頭で、失業の概念規定とその測定方法に関連
して、 J.A.ホブソン所説を引用している（同上， p.9)。J.A.ホブソンは、資本主義経済下の
失業の諸規定の焦点をあて、「失業の産業的病弊の性質と規模を明確に理解するために、『失
業』 ("unemployment")を、社会的視点から考察される労働力の浪費と関係づけることを試
みる。この方法は、チャールス・ブースの『剰余（労働）の総数が失業の真の尺度である』
いう見解と一致する利点」をもっていると規定している (Hobson,J.A. (1895)、pp.1-2,
(1986), p.415) J.A. ホブソンまた、当時の労働組合救済事業（失業手当の給付）の記録とし
ての失業の測定について、「『失業者』の正確な統計的測定、または一定の時点での「無職」
(out of work)者の総数の厳密な推定は、現在では不可能である」 (Hobson,J.S. (1895)、
p.11) と述べ、失業の測定、失業統計の諸問題に言及している。また W.R.ガーサイドは、
失業保険法の下で、「職業紹介所によって提供される情報は、もちろん失業の正確な測定を
あらすものではない」 (Garside,W.R (1980) p.28)が、その基礎にある「失業者に数えられ
る者」の公式の定義は、「働くことができ、就業可能であり、相応の雇用に就くことができ
ず、本当に求職している者から、保険を掛けるのに相応しい雇用 (suitableemployment)に
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正常に就業している者の間」にあることを指摘している（同上、 p.32)。
1909年に公表された王立救貧法委員会報告3)は、旧来の救貧法の施策の歴史的再検討をお
こない、 20世紀初頭の都市の失業者（旧来の貧困救済の対象としての救貧者と区別される労
働能力者〈健常者〉）の失業救済の課題を提起した。都市を中心とする自由労働（臨時労働）
と不完全就業の慢性的集積が、都市の失業と貧困の原因とみなされ、救貧法と区別される、
新たな失業救済政策の検討と救済策の策定が緊急の課題とされた。失業救済事業は、 19世紀
後半から実施されている労働組合の失業救済事業、すなわち労働組合の失業給付が大きな役
割を果たしていた。 20世紀初頭には、新たに都市の労働能力者（健常者）の失業の救済が国
家の責務として認識され、 1905年の失業労働者法、 1909年の職業紹介所法が策定された。さ
らに未組織労働者や自由労働（臨時労働）の不規則労働者の失業救済を目的に、 1911年に国
家の強制保険としての失業保険法が成立した。本稿では、失業保険法の成立にいたる過程、
その成立の前期の時期を対象に、労働組合の失業給付事業、失業救済と失業労働者法 (1905
年）および職業紹介所法 (1909年）の概要を考察する凡考察の主題は、失業給付、失業救
済の対象労働者の諸規定、救済、給付機関とその条件、また救済、給付の受給者の条件の諸
規定を、その歴史的規定性において考察し、請求者登録統計の原型の形成を考察することに
ある。
1. 労働組合の失業給付事業
(1)失業と貧窮の統計
H. サウソールは、「統計は社会的生産物である」という視点から、イギリスの失業と困窮
の歴史的統計を研究し、 19世紀から20世紀初頭にかけての救貧法、労働組合の失業救済事
業、都市の失業者の救済策としての失業労働者法 (1905年）と職業紹介所法 (1909年）、失
業保険法 (1911年）などを巡る論議を考察している。特に、「失業と統計の記録」、「困窮の
生態学」のタイトルで、失業と困窮に関する理論と統計、その基礎にある救貧法と失業救済
関連法を簡潔に、批判的に分析している。以下、その概要をみる (H.Southall(1999), 翻
訳 (2003b)、pp.445-457)S) 0 
失業率は、「1912年以来、職業紹介所と国民保険（失業保険）システムを通じて収集、作
成された」が、「国民保険（失業保険）は1920年まではごく少数の産業しか対象にしておら
ず、中産階級の職業は1940年代にようやく追加された」。また「1939年以前には16歳以下の
青少年、農業労働者および家事使用人を除外していた」ことが指摘されている。
「救貧法統計」は1939年まで作成され、 1911年以前の全国の失業の時系列は、周知のよう
に「政府統計家〔商務省〕によって作成されたが、労働組合データに基づくものであった」。
98 
（％） 
25 
図 1
イギリスの失業救済と失業統計（岩井）
イギリスにおける失業と救貧、 1850-1996年
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（注） 1851-80年の労働組合系列は、 Mitchelland Deane (1962)から、それ以後は『イギリス労
働統計 歴史的概要』（雁用• 生産性省、 1971年）から引用している。救貧法系列は、
Williams (1981、表4.5)から引用している。 1913-39年の成人の国民保険系列は『イギ
リス労働統計』（表160)から作成。全労働者の国民保険系列は (1939-47年）『イギリス労
働統計」（表161)、(1948-68年）『イギリス労働統計』（表161)、それ以降は、『社会動向』
誌と『エンプロイメント・ガゼット』誌から引用。最後の系列は、イギリスの男女の月次
請求者数の年平均である。
（出所） Doring, D. and Simpson, S. (2003), p.351, D. ドーリング， s.シンプソン (2003b).
40.1, p.446. 
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初期の労働組合の失業救済事業について、次のように簡潔に説明されている
「一般に知られる初期の労働組合の救済事業は、 ロンドンのブリキ労働者によって行われ
たが (1798年）、初期の組合は規模が小さく、仕事のない労働者に、 いわゆる渡り職人シス
テムを通じて、求職しているすべての町で、食事と 1バイントのビールおよび一夜の宿を与
えて援助した。 1840年代後半の全国的な景気後退と新しい鉄道の建設によって労働市場の統
合が一層進んだことを反映して、主要な熟練エ労働組合は、組合員である失業者に週ごとの
支払いを導入し、各支部で「求職簿 (VacantBook)」に署名した者の人数に基づいて、 『月
単位の給付 (MonthlyReturns)』を支給した。 すなわち合同機械工組合 (Amalgamated
Engineers)は1851年から、鋳鉄製造工労働組合 (IronFounders)は1854年から、大工・指
物師組合 (Carpenterand Joiners) は1863年から、等々である。 1890年代においても、機械
工、造船、建設および印刷の組合では、ほとんどの全労働組合が失業給付を支払っていた」。
図1は「全労働組合報告」 の公式の統計系列を示しており、非常に長期の期間扱うため
に、労働組合と国民保険失業率を、救貧法統計と組み合わせて表示しているが、「このこと
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からいかなる結論」が描かれるだろうか。彼は、「困窮の生態学」のタイトルで、困窮と失
業の時系列的変動を、救貧法と失業救済（労働組合の救済事業と失業保険事業）政策の歴史
的社会的規定との関連で、以下のように考察している。「1914年以前には、労働組合の統計
系列はほぼ規則的に変動し、 8--10年ごとにビークー景気循環ーを示しているが、救貧は、
1870年代には加速されるが、全体として緩慢な減少領向を示している。ただしその中にも循
環的ピークがあって、それは失業のビークよりも平均して 1年遅れていることを見て取るこ
とができる。 1860年代初頭の救貧法の統計系列のピークは最も高い。…救貧法〔統計系列〕
は、主として農業労働者の家族を救済することを意図しており、ほとんどの労働者が番種期
と収穫期にだけ完全に雇用される地域によく適合していた。…その救貧法システムは地方財
産税によって資金がつくられていたので、地主が冬期に集団的に彼らの労働力を支援するメ
カニズムであったと考えられる。逆に北部の都市では、そのシステムはさんざん嫌がられた
末に強制されることになり、絶望しきった者が最後に行きつくところとして役立つにすぎな
かった。ある政府統計家は、 1890年代に、『貧困は…貯蓄と資金が次第に尽きてきているの
で、不況の循環の終わりには、ますます深刻になるだろう』とコメントしている。失業の
ピークと貧困のピークがずれるのはこのためである」と説明している。
H. サウソールは、貧困と失業統計の時系列を、まず救貧法の政策的変化との関係で、次
のように説明している。「新救貧法は中央管理をもっと強化すること、特に『院外救済』の
悪用、すなわち作業場での救済のかわりに現金を施すことにたいする管理の強化を目的とし
ていた。全国救貧法委員会は、地方の貧民救済委員を監督した。院外救済が農業地域で最大
であったにもかかわらず、彼らは都市の貧民救済委員に最も大きな圧力をかけた。冬期に失
業した農業労働者への院外救済がなぜか適法であったが、不況で失業している都市労働者へ
の院外救済は適法ではなかった。唯一の例外は、アメリカ市民戦争（南北戦争）がランカ
シャーの綿花供給を妨げ、途方もない困窮を引き起こした1862~63年の綿飢饉であった。委
員会は、『院外救済規制通達』を一時的に休止した。図 1…にはその跡がみられる。逆に、
1871年に救貧法委員会は、地方政府委員会に取って代わられ、地方委員会は院外救済に反対
する運動を始め、そのため院外救済は急減した」（同上、 p.449)。また初期の失業統計であ
る「労働組合の統計系列」について、次のように説明している。また「労働組合の救済事業
は労働組合員によって自らの要求を満たすために設立された。熟練工組合への加入は徒弟制
度によって制限されていた。また40歳以下の男性のみの加入を認め、病弱な者を除外してい
たので、組合は、しばしば非常に制限のあるものであった。また労働組合の失業給付は、
「未熟練労働者の週給と同じほどであったが、仕事を失ったことへの補骰であった」。雇用主
は、仕事を用意できなかったために仕事を失った者を補伯していた。•••実際には、組合は賃
100 
イギリスの失業救済と失業統計（岩井） 101 
金年報を発行し、各都市の「標準率」を決めた。それは、賃金率がそれ以下であれば組合員
が仕事を拒否してもよい高さであった。組合基金が給付の支払いで使い尽くされるのを防ぐ
ために、これらの率は、好況の間は押し上げられ、不況の時期は切り下げられた」。
Hサウソールは、ともに相違する二つのことなったシステムの下で作用している「救貧
法と組合給付」は、それぞれ異なる「特定の経済状況に適応」するものであったことを指摘
する。すなわちそれは、「不可避的に季節的失業を生み出す農業、特に穀物農場経営に適応
するもの、また『世界の工場』の資本財産業に特有な不況期間にも高い賃金を守ろうとする
熟練工に適応するものであった」ことを解明している（以下、同上、 pp.450-451)。第一に、
「熟練工の技能は、さまざまな多数の使用者のために働くように彼らを適合させ、そして彼
らを流動化させた。しかし他の労働者は、特定の職場にのみ妥当する技能を『実地で』習得
していた。…このような労働者は流動性をほとんどもたなかったが、使用者は景気のよく
なった時のための労働力を保全するために、『彼らの』共同体を維持することが必要であっ
た。ここでは、不況の標準的な対応は、少数の企業で失業させるのではなく、企業全体で労
働時間の短縮をおこなうことであった。このことは、ときには地域的に研究されうるが、全
国的な統計はなかった。」第二に、「大都市では、多くの労働者は一般に低い技能しかもって
いなかったので、労働組合にも使用者にも頼ることができなかった。彼らは、最悪の場合に
は救貧法に頼ることができたが、多くの場合、状況に応じて転々と職を変えた。ときにはそ
の職は、「雇用 (employment)」ーすなわち工場での労働、あるいは臨時の波止場作業ーを
意味したが、しばしば彼らは、薪の収集と販売、使い走り、臨時の売春、…などのような生
計で食いしのいだ。それは、『失業』という近代的な概念には不釣り合い」なものであった。
このように、統計数字はそれが生産された歴史的社会的規定を受けている。統計は、それ
が作成された歴史的社会的状況、その作成機関の社会経済政策との関係において、統計の吟
味・批判・解釈がなされなければならないことが示されている。
(2)労働組合の失業救済事業
1913年以前の主要な失業統計は、 W.H.ベバリッジによると、労働組合、使用者、商務省
労働部の地方通信員から、商務省への回答から得られたものであった。それは、第一に、特
定地域の雇用条件が毎月比較できるようにした地域報告の形態での報告、第二に、特定の産
業の特別報告の形態でなされた労働組合の報告であった。統計情報の要約は、労働市場の状
態を毎月閲覧できる資料として、雑誌Gazette紙上に公表された。しかしこれらの初期の資
料は、「失業の範囲に関する真の統計的尺度」を表すものではなかった。 19世紀後半、多数
の労働組合（機械工、船舶、金属、印刷、木工、建設、その他の労働組合）が、失業組合員
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への失業給付の事業を行い、 1888年以来、周知の「労働組合失業系列」として、失業給付統
計が公表されてきた (Beveridge,W.H.(1909) p.16)。
1909年の王立貧困救済委員会報告（「報告」 (1909) と略称する）3)では、旧来の救貧法と
失業救済策を再検討し、労働組合の失業給付を考察している。また1932年の王立失業保険委
員会最終報告（「報告」 (1932) と略称する）6)は、この1909年の「報告」とその後の失業保
険法の成立、展開の検討をおこない、失業保険の先駆としての労働組合の失業給付事業につ
いても、その歴史的評価をおこなっている。以下、その概要にふれる。
1)「報告」 (1909)では、労働組合について考察をおこない、労働組合と失業給付につい
て、次のように述べている (Report(1909) pp.310-314)。
労働組合は、「組合員の事故および生命の事故（病気）に対して、通常「友愛会給付」
(Friendly Society benefits) と呼ばれているものに、彼らの相当な額の資金を提供すること
によって、補償している」。規模の大きな労働組合の多くは、失業している組合員に週の手
当（いわゆる「失業者給付」）一普通、週10シリリングーを支払っている。労働組合はまた
「旅行カード」（求職に要する旅費の支給のための給付）を発行している。他の協会は、失業
給付なしの、旅行手当 (1日ls.6d. 以下）を出している。 SirEdward Brabrookは、労働組
合によって提供される給付の約 6分の 1は、失業（無職）給付であるという。比較的少数で
あるが、 100の主要な労働組合では退職手当も支払われている。
「報告」は、労働組合の失業給付が熟練労働に限定され、また失業給付を実施している労
働組合も比較的少数の組合であることを指摘している。「労働組合の失業給付には、 2つの
問題点がある。一つは、失業者給付は、熟練労働者に限定されている。未熟練労働者には、
このような給付の条項は、コストの面からも不可能である。他の一つは、熟練労働組合の失
業給付は、比較的少数の労働組合のみである」。労働組合の失業事業は、 1892年以来の増加
率でみると、何らかの失業者給付を支払っている労働組合の事例の数は、 1909年で最大にな
りつつあり、退職救済の受領の数は、 1906年末で、 1982年の倍近くの数になり、 1896年のほ
ぼ倍の数になったとされ、失業給付の数の増大が指摘されている。
2)「報告」 (1932)では、労働組合の失業給付が、次のように概括的に評価されている
(Final Report (1932), pp.6-7)。
失業給付を賦与する労働組合が、熟練労働者の、かつ賃金の相対的に高い階層から構成さ
れていたことが指摘されている。労働組合失業給付（労働組合失業保険と言われるのは、失
業保険法の成立以降である）では、「1911年以前、失業労働者は、救貧法から離れて、彼が
所属する労働組合から提供される一定の失業給付と私的慈善事業に依存していた」とされ
る。失業給付は、疾病給付、死亡給付と並んで、 70年以上にわたり労働組合組織の特徴を
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もっており、熟練の職業、相対的高い給与の職業からなる少数の労働組合が給付を提供して
いた。未熟練労働者には、実際に、何らの救済事業もなかった。綿業や鉱業のような良く組
織された産業でも、失業給付は殆ど発展しなかった。これらの産業は、労働時間短縮をとも
なう景気の後退に直面したが、労働組合は、通常、短時間の稼ぎを補瑣しなかった」。また
労働組合の失業給付のレベルと性格について、「一般的に言うと、労働組合の失業給付は、
長期の失業期間にわたって、労働者を維持するのには十分でなかった。これらは、むしろー
時的な失業の期間と深く結びついており、他の資源とともに、組合員が救貧法の当局または
他の救済形態に志願する必要をなくするように、企画されていた」と説明されている。また
労働組合の失業給付事業は、以下の特徴もっていたことを指摘している。 (1)組合構成員
の資格は自発的であった。 (2)資格は、一般に特定の労働組合の会員に専有的に限定され
ていた。 (3)給付は最小期間での給付の支払いに条件づけられていた、また限定された失
業期間についてのみ支払われた。 (4)総ての給付が、労働者によって共通の資金からの支
払いによってカバーされていたという意味では、自助的であった。しかも (5)支払いは法
的請求の対象ではなかった。そして労働組合の失業救済事業は、 1911年以前は、 2,500,000人
の労働組合員の内、 1,500,000人しか含まれていなかった。雇用者の総数のごく小さな割合し
か失業事業に含まれていなかった。
3) N. ホワイトサイドは、労働組合と失業給付について、次のように言及している。「最
初の公的失業数字は、 1886年から、毎年、商務省によって公表された。しかし、このデータ
はこの期間での総ての無職者の正確なガイドをなすものではなかった。熟練労働者の経験
は、他方の未熟練労働者の経験とは全く異なっており、臨時労働者の労働生活とは全くかけ
離れたものであった。組合員に組合の支持の資格を与える『失業の性質』は今日の用語での
われわれの理解とは本質的に異なったものであった」 (Whiteside,N. (1989) p.52)。労働組
合と救済事業では、失業給付の特殊な関係があり、行政的手続きの詳細を別にすると、「失
業の性質と失業者の証明は、特定の産業部門における組合の交渉実務と協定手順に強く依拠
していた」。「失業者」は、ほとんど画ー的なグループではなかったが、多くの公式統計は画
ーなように提示した。失業給付を提供する組合事業は、よく公式の仲間と見なされていた。
なぜならば、組合事業は、熟練の常用労働者を、救貧法に滞留させることから保護したから
であった」。そして、労働組合の失業給付の経験は、「1911年に自由党政権によって導入され
た世界最初の強制的失業保険事業の形成に影響を与えた」とされる（同上、 p.53)。
(3)労働組合の失業給付と失業統計
労働組合の失業給付統計を、最も組織的に考察しているのは、 W.H.ベバリッジと W.R.
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ガーサイドである。以下、その概要をみる。
1) W.Hベバリッジは、 19世紀末から20世紀初めにかけての失業統計を考察し、失業統
計の三つの源泉に言及している。 (1)労働組合の失業給付統計、 (2)貧困委員会の記録、
副次的情報資料の三つの情報である7)。W.Hベバリッジの考察によると、労働組合からの失
業給付の報告の結果を、商務省は、労働組合また労働組合グループ別報告による失業率と全
労働組合の失業給付の報告による一般失業率として、 Gazette誌上に公表した。一般失業率
は「全体として雇用状態の指数」とみなされた。『一般失業率』の表示形態はたとえば、次
のように類例化されている。「報告する649,789の組合員をもつ272の労働組合では、 40,580人
（または6.2%) が、 1908年の12月末に失業者として報告された。それは11月末の6.1%と1907
年の 1月末の4.2%と比較される」。表 1は過去 5年間の一般失業率を表示している
(Beveridge, W.H. (1909) p.17)。
表 1 失業率 1894-1908年 （回答する全労働組合）（％）
年 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 年平均
1894 7.0 5.6 6.5 6.1 6.3 6.3 7.5 7.7 7.6 7.4 6.9 7.7 6.9 
1895 8.1 7.9 6.5 6.5 6.0 5.5 5.2 5.2 4.9 4.8 4.2 4.8 5.8 
1896 4.4 3.7 3.3 3.0 3.1 3.0 3.0 3.3 3.4 3.2 2.8 3.1 3.3 
1897 3.1 2.7 2.2 2.2 2.0 2.5 2.5 3.4 4.2 4.5 4.6 5.1 3.3 
1898 ・4.7 4.2 2.9 2.7 2.4 2.4 2.4 2.5 2.3 2.2 2.0 2.6 2.8 
1899 2.7 2.1 2.0 1.7 2.0 1.8 1.8 2.1 2.0 1.9 1.8 2.3 2.0 
1900 2.3 2.4 2.0 2.0 1.9 2.1 2.2 2,5 3.0 2.8 2.7 3.5 2.5 
1901 3.5 3.4 3.1 3.4 3.0 3.0 2.9 3.4 3.2 3.2 3.3 4.2 3.3 
1902 4.0 3.9 3.2 3.4 3.5 3.7 3.5 4.0 4.5 4.5 4.4 5.0 4.0 
1903 4.9 4.3 3.9 3.6 3.5 3.9 4.4 5.0 5.2 5.6 5.5 6.3 4.7 
1904 6.1 5.6 5.5 5.5 5.8 5.5 5.6 5.9 6.3 6.3 6.5 7.1 6.0 
1905 6.3 5.7 5.2 5.2 4.7 4.8 4.7 4.9 4.8 4.6 4.3 4.5 5.0 
1906 4.3 4.1 3.4 3.2 3.1 3.2 3.1 3.3 3.3 3.9 4.0 4.4 3.6 
1907 3.9 3.5 3.2 2.3 3.0 3.1 3.2 3.6 4.1 4.2 4.5 5.6 3.7 
1908 5.8 6.0 6.4 7.1 7.4 7.9 7.9 8.5 9.3 9.5 8.7 9.1 7.8 
（出所） Beveridge, W. H. (1909) Table m .p.18 
W.Hベバリッジは、「これらの統計の様相と意義は何であろうか？」と問い、「これらは、
明に失業の完全な登録ではない。」問題は二つあり、一つは、「労働組合の報告が失業の完全
な記録であるか」否か、であり、二つは、「労働組合の報告が、労働市場の一般的状態に関
する推測を与えるものして、どの程度、利用できるか」、であると提起する。
前者の問題では、「彼らの直接的範囲内での報告の完全性は、もちろん組合が総ての組合
員の失業者を補償する完全性に依存している」。後者の問題では、「それはもちろん彼らに
よってカバーされた者が、産業人口の公平な標本として採用されうる範囲に依存している」
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と規定される（同上、 p.18)。
表2 失業者比率で表示された組合
組合 回答に含まれる組合員数 各組合の配分比率 各組合の配分比率
(1908年 1月） (1908年 1月） (1894年）
建設 61,057 9.4 ｝ 
木工・家具 35,200 5.4 14.8 21 
石炭業 126,725 19.5 19 
機械工 164,088 25.2 
造船 58,424 9.0} 39.1 46 
他の金属業 31,751 4.9 
印刷・書籍 56,376 8.7 10 
繊維 93,990 14.5 3 
その他 22,178 3.4 1 
（出所） Beveridge, W. H. (1909) Table IV, p.20 
表2は、「報告が決して総ての組合と職業を包括していないことを一目で示している」。労
働組合の報告は、「国全体で観察されるよりもより高い失業率を示している」ともに、他方
では、労働組合報告が過小推計されている」こともある。「たとえば労働組合報告には、ほ
とんどの臨時の (causal)職業が除かれている」。従って「労働組合報告は、失業の規模（分
量）の尺度としては、無視して利用しないか、利用するとしても特定の労働組合に注意深く
限定しなければならいない」ことを、明確に指摘している（同上、 p.22)。
2) W.Rガーサイドは、労作『失業の測定』において、失業統計関連資料の体系的な綿
密な検討、分析をおこなった。かれは、序文で、次のように述べている。「1888年以前、信
頼できる公式の失業統計はなかった。労働能力者（健常者）の非自発的失業 (idleness) に
よる失業の最初の定義は、 1895年のJ.A.ホブソによっておこなわれた。 19世紀の最後10年
末に、特別な分析、経験的調査に関わって、失業は主要な問題として認識された」 (Garside,
W.R (1980) pp.1-2)。商務省は、失業、雇用および労働組合の問題に関心を寄せ、 1893年の
まで労働省内に労働統計の専門機関の設立へ努力した。労働省・労働統計部局が設立され、
雑誌LabourGazette (1893年 5 月 ~1905年 1 月）が発行された（その後名称が変更されつつ、
部局の雑誌は継続して発行され、今日に至っている）。「失業の測定は、長い間、統計的慣習
の問題であったが、使用された用語の実際の意味は、一般的使用を許さないような技術の問
題であったし、また誤った仮定を助長するような主観的問題でもあった。失業は、一定の条
件（働いておらず、積極的に求職している）、態度（一定の条件の下で仕事を希望している）
と必要性（仕事を必要としている）を述べるのに使用された」（同上、 p.3)。1888年以来、
毎月末の失業している労働組合員の割合を示す回答が、労働組合から商務省になされた。
1893年から、追加労働組合の挿入によって、回答のベースが拡大し、 1860-70年には、労働
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組合サンプルの産業別カバレッジが、総会員の約 3分の 1を占めるようになり、 1881-90年
では、約60%、1894年は42.6%に低下、 1908年には39.1%に減少、 1921年12月に42.6へ増加
した（同上、 p.10)。
労働組合の失業給付受給者では、製造業（印刷、製本、紡績、後に衣服と窯業）、鉱業と
建設から構成されており、農業、運輸、通信、家内サービス、政府と商業の労働者は排除さ
れていた。 1888年以来の商務省系列は、特定労働組合の総組合員数に関する毎月の報告と毎
月末の失業組合員数の報告とからなり、疾病、老齢、ストライキ、ロックアウトの者は、そ
の系列から除かれていた（同上、 p.11)。商務省から公表された一般失業率（労働組合失業
率）は、「失業の完全な記録ではなかった。その限定された領域における適切性は、他の総
ての失業組合員の組合内の登録の程度に依存していた」。たとえば完全な失業者の算定には
パートタイム労働が無視されていた。また組合失業率は総ての労働組合と職業を含むもので
なかった。たとえば、店員、事務員、特に農業や鉄道、家内サービスなどの職業が除かれて
いた。また算入された職業も過大また過小に表示されていた。 W.R.ガーサイドは、「失業統
計のより根本的問題は、労働組合データが、失業給付を支払っている労働組合だけに関する
ものであることにある。限られた数の産業に限定され、その産業内でも、労働組合員だけで
あり、その雇用条件が、労働者全体の代表的条件にはほど遠い専制的な熟練労働者にのみ適
用されていた」ことにあることを明解に指摘している（同上、 pp.17-18)。労働組合の失業
率については、表3, 表 4、参照。
表3 選択された労働組合、不況期の失業率
回答に含まれる全労働組合 機械工，造船及び 機械工，造船及び金属産業を
の一般失業率 金属産業の労働組合 除く全労働組合
年 ％ ％ ％ 
1858 11.9 12.2 2.5 
1868 7.9 10.0 3.5 
1879 11.4 15.3 6.1 
1886 10.2 13.5 5.6 
1893 7.5 11.4 4.0 
（出所） Garside. W.R. (1980), Table 3, p.19 
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表4 失業者として報告された労働組合員の平均パーセント
年次 未修正 修正 年次 未修正 修正
1860 1.9 1.8 1882 2.3 2.3 
1861 5.2 3.7 1883 2.6 2.6 
1862 8.4 6.0 1884 8.1 7.1 
1863 6.0 4.7 1885 9.3 8.5 
1864 2.7 1.9 1886 . 10.2 9.5 
1865 2.1 1.8 1887 7.6 7.1 
1866 3.3 2.6 1888 4.9a 4.1 
1867 7.4 6.3 1889 2.1 2.0 
1868 7.9 6.7 1890 2.1 2.1 
1869 6.7 5.9 1891 3.5 3.4 
1870 3.9 3.7 1892 6.3 6.2 
1871 1.6 1.6 1893 7.5 7.7 
1872 0.9 0.9 1894 6.9 7.7 
1873 1.2 1.1 1895 5.8 6.0 
1874 1.7 1.6 1896 3.4 3.5 
1875 2.4 2.2 1897 3.5 3.6 
1876 3.7 3.4 1898 3.0 3.1 
1877 4.7 4.4 1899 2.4 2.4 
1878 6.8 6.2 1900 2.9 2.8 
1879 11.4 10.7 1901 3.8 3.8 
1880 5.5 5.2 1902 4.4 4.6 
1881 3.5 3.5 1903 5.1 5.3 
（注） a. 1888年以降のパーセントは、各月末の失業者数の回答から引用された。それ
以前のデータは、部分的に失業給付の支出から計算された。
（資料） Cd.2337 ,pp.83,90。1902-26年の「修正された」パーセントの詳細は、 W.H.
Beveridge, A Problem of Industry, 1930. pp.39, 432. 参照
（出所） Garside. W. R (1980), Table4, p.20 
2. 失業救済と失業救済関連法
(1)労働能力者（健常者）の失業救済と失業理論
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1)イギリスは、 18世紀から19世紀にかけて、産業革命と資本主義の確立、世界の工場と
して、産業資本主義の繁栄を謳歌してきたが、 19世紀後半には、列強の帝国主義的拡張政策
が強まるなか、資本制生産の矛盾は、周期的恐慌として発現し、都市部での失業の周期的変
動と貧困が蓄積され、都市の貧困対策、失業対策が大きな社会問題となり、これらの問題の
国家の責任、政府の新たな施策が、厳しく問われるようなった。 1909年に公表された王立救
貧法委員会報告（「報告」 1909) において、 19世紀末から20世紀初頭にかけての社会経済状
況の分析と貧困• 失業政策が再検討された。特に都市部において顕著な現象になった労働能
力者（健常者）の失業とそれに伴う貧困の蓄積に対する措置、対策が検討された。「報告」
では、これまでの救貧法の諸施策が再検討され、救貧法の下で明確に識別されていなかった
労働能力者と労働不能者が区別され、後者は自助の救済による旧来の救貧法の対象として処
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置され、前者は、都市の新たな失業救済事業の対象と規定され、その一連の救済策が検討さ
れ、失業労働者法 (1905年）と職業紹介所法 (1909年）が提案、成立するにいたった。当時
の労働市場は、組織的に統一されておらず、政府の管理の外におかれていた。労働市場で
は、相対的に安定した常用労働者（定職の労働者、熟練労働者、労働組合の組織対象）の周
囲には、大量の労働条件の劣悪な不規則な自由労働者（臨時の労働者）と不完全就業者の堆
梢があり、これが都市の厳しい貧困と失業の集積の主要な原因とみなされた。労働能力者の
貧困と失業の存在とその救済が初めて社会的認識となり、その救済は政府の責任となった。
「報告」は、 1985年以来の「社会的産業的発展」を、人口と富、工業、農業、賃金の動向、
労働組合主義、産業的結合、共同組合運動、都市の産業、友愛協会、工場立法、教育、婦人
と若年層の地位、児童労働、景気循環、等の諸問題、諸局面について詳細に考察し、労働市
場の新しい問題として、「慢性的な不完全就業」（①自由労働者、②季節労働者、③雇用不能
者） (Report (1909) p.334) の存在とその諸論点が検討された。生産技術の革新に伴う労働
の配置換え、労働移動の増加、未熟練労働の増大が顕著となり、自由（臨時）労働者（日
雇、浮浪労働者）と不完全就業が深刻な問題になり、その対策が検討された (Report(1909) 
pp.303-359)。「報告」は、 19世紀末から20世紀初頭の労働市場を分析し、失業と慢性的不完
全就業の「新しい問題」を検討し、三つの要因を指摘している。「(1)大港湾と人口の多い
地域における不熟練労働の集積が増大していること、 (2)低位の労働の集積は、地域の標
準的な需要を超過し、不完全就業を促進し、永続させていること、また (3)不完全就業の
この標準的な条件は、景気の周期的な後退または生産方法の不可避的な改変によって悪化す
る時、その救済と処置のための特殊な装置と組織を必要とするほどの重大である」ことが指
摘された (Report(1909) p.362)。特にドック（港湾）労働者が、自由（臨時）労働者の代
表的事例として分析とされ、「貧困者と困窮の生産の最大の原因として、多様な形態での自
由（臨時）労働者」の存在が解明され、その救済政策が論議された。
W.Hベバリッジは、「報告」のこれらの失業・不完全就業の考察に関して、「報告」の多
数派• 少数派の所説に言及しつつ8)、次のように述べている (Beveridge,W.H. (1909) 
pp.254-259)。「報告」（多数派）は、「失業の一定の経済的原因」に関心あり、「労働の総需
要の縮小と新しい方法と装置による労働の代置」の政策を提案している。「報告」（少数派）
は、これらの問題について、「失業者の 4重の意味の分類によって、一般的な診断を与えて
いる」とされる。 (1)過程の変化、特定の使用者の災難によって、または不況で恒久的な
状態から排除され者、 (2)建築で働く者また他の季節職業で働く者によって典型づけられ
る非連続の雇用に従事している者、 (3) ドック、その他での自由労働（臨時労働）者に
よって典型つげられる不完全就業者、 (4)就業不能の者 (unemployable)」。「報告」では、
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「慢性的不完全就業」の重要な要因である自由労働（臨時労働）者の典型としてドック労働
者を分析し、「自由労働（臨時労働）者を、救貧と貧困の生産の一つの最大の原因として、
多様な形態において記述している」（同上、 p.255。「報告」（少数派）は、失業労働者法の廃
止を提案し、「報告」（多数派）は、その継続と、それに代替する救済策を主張したが、最終
報告は、「報告」（多数派）によって以下のように要約され、提案がなされた。 (1)国立の
職業紹介所の設立、 (2)産業生活のために、若年層の教育の改善と訓練の充実、 (3)雇用
の定期化〔不規則、不定期の労働を可能な限り定期的雇用に転換させる〕、 (4)失業保険
法、特に未熟練、未組織の失業者への失業保険の適用を目指す（この時点では、まだ国家の
強制的失業保険制度の導入は決定されていなかった）（同上、 pp.257-259)。
以上のように、都市の労働能力者（健常者）の失業と不完全就業の救済策として、後述の
1905年の失業労働者法および1909年の職業紹介所法による職業紹介所等を通じての労働移動
の向上、労働力の質的改善（学校教育の改善と職業訓練の促進）、雇用の定期化がはかられ
た。さらには未熟練• 未組織の失業者を含めた国家的失業救済策として、 1911年の強制的失
業保険法の制定へと展開された。
2) C. ミルズ (Mills) は、 1917年の『失業と失業救済の現代の理論』 (Mills,C. (1917)) 
において、 W.Hベバリッジの失業の研究 (Beveridge,W.H. (1909))に依拠しつつ、イギリ
スの失業と失業救済の理論を考察している。 20世紀初頭の失業・不完全就業の理論的規定と
その救済策を理解するに必要な範囲で、その所説に言及する凡
① 「産業の質の過不足」の理論は、「労働の需要と供給間の調整の不足」によって失業が
説明された。要因の第一として、新しい産業技術の導入、産業構造の変化、産業の立地、配
置の変化、労働の移動、等によめ労働の需要の変化に起因するとみなされる (Mills,C. 
(1917) pp.42-59)。この理論を巡って多くの論争があったが、産業資本主義の変動との関係
において失業理論の検討を最初に体系的におこなったとされる J.A.ホブソンは、「特定の産
業での機械の導入によって失業が増加するか減少するかを決定する要因は、その産業での需
要の弾力性にある」 (Hobson,].A. (1896) pp.49-50) と規定していることが指摘されている。
要因の第二として、労働年齢の変動がとりあげられ、若年労働力と老齢労働力の問題が指摘
されている（同上、 p.45)。要因の第三として、「労働需給の調整不良」があり、産業訓練の
不適切性に起因されるとされる。その対策として、「報告」は、教育の改善、産業の技術訓
練の必要性を説き、「産業の質的調整不良の提案された改善策」として、労働力の流動性と
適応性を高める施策を提起する（同上、 p.52)。それは、具体的には、労働の移動性の向上
と職業訓練施設の設立、それを促進する職業紹介所の充実をはかることを提案している。
②失業と不完全就業の理論として「労働予備軍」の理論がある。「種々の職業における臨
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時労働者の慢性的な供給過剰の存在の事実は、長い間、認識されてきた」ことが指摘される
（同上、 p.84)C. マイルズは、この問題を資料的にも組織的にも分析したW.Hベバリッジ
((Beveridge, W.H. (1909) pp.68-110)によって、「貧困委員会への典型的な志願者は、失業
可能者ではなく、産業的な自由（臨時）労働者であった」ことが解明されたことを指摘す
る。「これ以上縮小できない失業の最小量の存在の説明は、近代的産業で蓄積傾向にある産
業予備軍にみられる。」産業予備軍は、「どの一定の時期でも、連続して需要があるのではな
く、その時々に必要とされがちの者」として形成される (Mills,C. (1917) p.85) 
(Beveridge,W.H. (1909) p.102)。
労働予備軍のシステムが不完全就業を派生させているという認識から、不完全就業の改善
策が検討され、「現在の労働予備軍システムによってもたらされる致命的な諸結果の改善」
には、「雇用の非臨時化 (de-casualization)〔臨時労働を常用の定期的労働へ転換する政策〕
の政策があり、それには三つの手順が提起されている（同上、 p.90-99)。国立の職業紹介所
のシステムによって、労働の組織的流動性を保証するような労働市場の組織化をはかる。②
「非臨時化の政策は、総ての不規則労働を必要最小限の数に集中させる厳しいシステムを通
じて」、実現される。③非臨時化に含まれる集中政策の実行によって、労働の機会から排除
される臨時労働の剰余の吸収すること、にあるとされる。第一の手順として、国立職業紹介
所システムは、慢性的不完全就業の解消に「最も効率性がある」とみなされた。しかし不完
全就業の根底にある需要の不規則性は予防できないこと、またその「労働の沈滞池は排出で
きない」ことも指摘されている。そしてW.Hベバリッジは、「その任意のシステムから国立
の強制的システムヘの転換」を展望しいていたことが指摘されている。第二の手順では、国
立職業紹介所と職業訓練所によって、労働の移動の不足が「組織された流動性」への転換が
期待される。そして「短時間就業は継続して存在するが、労働局（職業紹介所）での強制的
雇用によって、より長期の雇用が推奨され、求職する者に公平な雇用を賦与することと結び
ついている」ことが指摘されている。第三の手順では、「雇用者問題の最も緊急な課題は、
自由（臨時）労働者の慢性的貧困」にあるが、剰余労働の吸収の方法と手段は困難な問題で
ある」とされる。
(2)失業労働者法と救済労働者の諸条件の規定
1) 1903年から1904年らかけての厳しい不況と失業者の増大を前にして、 1903年の冬から
1904年にかけて、 W.ロング (Long) (地方行政庁長官）は、ロンドンの失業者に関する合
同委員会を組織し、 1905年に失業労働者法を制定した。ロンドンに市の審議会 (Borough
Council。貧民救済財団の委員、貧困救済の経験のある人々から構成されていた「合同委員
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会」）を設置するとともに、ロンドン全域にわたる関係機関として、「中央委員会」（貧困委
員会の委員、ロンドン州議会の議員、共同組合の委員、地方政府機関の委員からなる委員
会）を設置した。「報告」によると、中央委員会の主な役割は、以下の事項にあった (Report
(1909) p.385)。 1)貧困委員会は、失業者からの申請の受領を開始する時期を決定する。
2)貧困委員会と可能な限り連携して、管理する。 3)職業紹介所を設立し、雇用登録と情
報の収集を援助する。 4)貧困委員会は、〔適当な仕事の場への〕移住（移入と移出）の扶
助、常用労働または彼自身の生計を維持する手段を得るために最良と考えられる方式で一時
的労働の準備をおない、またそれを賦与する。貧困委員会は、 29のロンドン審議会と地方セ
ンターを開設した。同委員会の役割は、失業者の登録者に、適切な相応な雇用の扶助をおこ
ない、彼らの保全をはかることにあった。しかしこの目的にみあった職業紹介所の整備は、
全国的にはあまり進められなかった。ロンドンだけは、貧困委員会と共同して開設された中
央委員会が、 1905年に、ロンドン全体にわたる職業紹介所システムを開始した。この事業
は、 W.Hベバリッジを議長とする特別委員会によって進められた (Chegwidden,T.S.and 
Myrddin-Evans,G. (1934) ,p.68)。
「報告」は、失業労働者法の下での失業救済の資格が二重の性質をもっていることを指摘
している。第 1に、失業労働者法によって規定された志願者の条件、第2に救済の実務を担
当する地方行政庁よって規定された志願者の条件である (Report(1909) p.385)。失業労働
者法によって規定された志願者等の資格は、以下の事項からなっていた。 1)志願者は、志
願する以前に、その地域に12カ月を越えない期間、居住していなければならいない〔地域で
の一定の居住条件の限定〕。 2)志願者は、仕事をえることを真摯に希望していなければな
い（〔志願者の態度・姿勢の制約。この制約は、救貧法的扶助の制約である〕。 3)志願者
は、自ら管理できないために、一時的に仕事ができない者である〔救済志願者の限定〕。 4)
志願者の事例は、救貧法の下での処理よりもより相応する処置がとることができる場合であ
る。またその実施にあたる地方行政庁の規定の資格は、 1)志願者は善良な性格の者であ
る。 2)志願者は、いかなる源泉からも、彼と彼の扶養者の生計を維持するに十分な手段を
もっていない、ことが必要とされた〔志願者の態度の制約と他の生計維持の手段をもたない
という経済的制約〕。
また貧困委員会は、次の条件に適合する志願者の特別な選考を地方行政庁に指示した。
1)志願者は、過去に常用の雇用に就業しており、善行があり、節約的である〔常用雇用へ
の限定〕。 2)志願の時に、彼は、妻、子供、他の養育者を扶養している。 3)年齢と肉体
的条件では、志願者は、貧困委員会が獲得できる仕事に就く資格をもっている〔提供される
仕事について、年齢的にも肉体的にも働く能力がある資格の規定〕。また失業労働者法での
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「失業者への扶助」は、おおよそ三つの方法からなっていた。 1)失業者の「移住（移出と
移入）」の際の扶助。 2)扶助される「一時的労働の提供」の準備。 3)労働局での職業紹
介。失業救済としての「一時的労働の提供」については、職業紹介所等で提供される労働・
職業に一定の条件が付与されていた。 1)いかなる労働も、実際の堅実な有用性をもってい
なければならない。 2)失業者による常用労働の求職を促すように、継続的な職業を与えな
ければならない。 3)一定の時期の総収入は、通常の状態で、同じ時期の継続的な仕事の未
熟練労働者のよりは下まわらないこと。また扶助される「一時的労働」は、 16週間を越える
ものではないとされる（同上、 p.386)。
以上の志願者の居住条件、常用雇用への限定、求職へ姿勢、「一時的扶助」の仕事に就業
可能（肉体的に働く能力がある）、等の諸条件の規定は、失業測定における失業者の規定
（①仕事がない、②積極的な求職、③就業可能）の形成にかかわっており、失業保険法にお
ける失業保険の対象と失業給付の条件の規定と深く関連している。
J.L. コーヘンは、これらの失業労働者法における失業救済の条件について、以下のように
要約・説明している (CohenJ.L.(1921) pp.163-164)。「志願者が真摯に仕事をえることを
希望し、彼が管理できない例外的原因によって一時的に仕事をえることができない場合に、
また彼の事例が救貧法よりは同法による方がより適切に処理できるならば、委員会は、彼の
ための仕事を獲得し、彼を扶助する努力をしなければない。」その扶助は、以下の形態のも
のからなっている。 (a)移入を扶助すること、 (b)移出または他の地域への移動の扶助〔仕
事をえるたの移動〕、 (c)常用の仕事をえるまたは彼の生計を維持する他の手段を彼に与え
るのに最も相応しいと見なされるような形式で、一時的な仕事を与えるのに役立つこと。そ
のために、職業紹介所を設立し、職業登録官を配置して、引継ぎ、扶助する権限が与えられ
た。失業労働者法は、「救貧法の受給資格なしに、失業者の救済を受けることができる法律
として」、成立した。それは、「都市救済事業のシステム化と扶助を受給する方法に結びつい
た悪弊の改善を意図したものであった。・・・法律の企画者は、基本的に、労働局の職業紹
介によって、また労働が必要とする地域への移住を扶助することによって、・・・失業者を
救済すること」に目的があった。
2) W.Hベバリッジは、失業労働者法について、次のように批判的に考察している
(Beveridge, W.H. (1909) pp.185-187)。「失業労働者法の主要な目的が、一時的救済事業と
いう古い方法による失業者の直接な扶助にあった」ことを指摘する。救貧法に関連した貧困
委員会の救済事業という古い形式の救済事業であった側面を批判的に考察している。「一時
的救済事業に関する同法の政策は誤りではなかった」が、実際には、職業紹介所は任意の機
関であり、その数も少なく、ロンドン以外はほとんど有効に働かず、同法の目指す目的の多
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くは実現されなかった。
W.Hベバリッジは、失業労働者法の「4つの論点」（同法とその規則）について、次のよ
うに批判的に検討している。「第 1に、救済事業による一時的扶助は、例外的な不況の時期
にだけに提供された」。「第2に、この一時的扶助は仕事を真摯に希望する者のみにおこなわ
れ、また志願者がみずから管理できない特別な原因による者のみ」に限定されて適用され
た。「第 3に、同法の下での一時的扶助への請求権は、『継続的労働の一定の時点での総収入
は、…連続的仕事を与えられる未熟練労働者にとって、通常の状態で稼がれる収入をこえて
はならない』という規則によって」、その生計状態は低い水準に抑えられていた。「第4に、
一時的扶助は、貧困委員会が『受給者が、常用労働を得る、または彼自身を維持する他の手
段を得るのに最良と考えられるような援助であるべきである』」とされた。彼はまた、以上
の志願者への扶助の制約的諸条件にみられるように、「総ての点において、失業労働者法下
の救済事業の項目は、その実効性がないまま崩れてしまい、少なくともその当初の意図から
は逸脱していた」と批判している。彼はまた、「失業労働者法は、その創設者の観点からは、
失敗だったのではない。その実施において経験された諸困難は、その後の広い適用に役立っ
た」と評価する。しかし、 (1) それらが、救貧法の救済事業の全政策を反映している。 (2)
それらは、救貧法の外での公的救済の形態での現在の条件の実効性に疑問を投げかけた。
(3)それらは、救済政策の不十分性を致命的に反映している」と規定し、旧来の救貧法の
枠に囚われた救済策であると批判している（同上、 pp.186-189)。失業救済の志願者につい
て、「仕事をえることを真摯に希望」していなければならないとか「善行があり、節約的」
でなければならないとかの志願者の主観的条件の制約は、まさに救貧法的自助の精神の残存
であると言える。 W.Hベバリッジは、「貧困委員会の作業は、多くの点から批判されている。
経費の基礎、独立労働者の障害を含むこと、自助と個人または共同の節約を奨励する弱点、
彼らの賃金の半分のみ稼ぐことを習慣づけようとして堕落させること、など。主な批判と過
去の全歴史によって強く示されていることは、総てについて不十分であり、誤って指導され
ことであった」と結論づけている（同上、 p.191)。
(3)職業紹介所法と登録失業者の規定
1) 1909年の「報告」は、救貧法の改善と失業救済に関連して、二つの主要な勧告をおこ
なった。第一に、職業紹介所の国家制度の設立、第二に、失業保険、特に未熟練の、未組織
の労働者の失業保険の設立である。
第一に、イギリス全土に職業紹介所の国家システムの設立、配置が提案され、商務省の職
員は、使用者、労働者、都市または地方当局の代表からなる諮問委員会によって補佐される
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べきであるとした (Report(1909) p.402)。そして設立される職業紹介所は、次の事項の達
成が期待された（同上、 p.404)。「(1)恒常的な産業変動によって引き起こされる失業者を
新しい職業に移動させるのを容易にする。 (2)季節労働者による副次的職業の利用を促進
にする。 (3)旧来の救済での見かけだけのテストに替えて、職業紹介所を介しての状況の
有益なテストを実施する」。
第二に、「報告」は、国立の職業紹介所の設立と相まって、これまで主に熟練労働者を対
象にして組織された労働組合の任意の失業給付（失業保険）と並行して、未組織の、未熟練
の労働者を含めた失業保険の導入を勧告した。常用雇用 (regularemployment)を促進する
施策として、失業保険の必要性が提起された。「1834年以来、少額の貯金を節約する機会、
また病気、事故、老齢者、死亡に対する保険をかける機会は、非常に増大」しており、失業
保険の必要性が高まっている。「報告」は、諸外国の経験等も調査研究した上で、失業保険
についての以下の提案を出している（同上、 p.632)。「第 1に、失業保険の設立と促進、特
に未熟練労働者、非組織的労働者の間の失業保は、失業から派生する貧困に注意をむける点
で、非常に重要である。第2に、この目的の達成は、特定の条件の下で、その助成のための
公的資金からの給付を保証するほどの国家的重大事である。第 3に、保険のこの形態は、現
行の労働組合組織の、また他の類似の組織の機関の利用によって最も促進されうる。第4
に、我々の前にある諸外国またはイギリスのいかなる事業も、事業を一般的に適用するため
の勧告における我々の正当化に関して、反対するものではない。」
国立職業紹介所の設置は、失業労働者法下の任意の職業紹介所の経験の反省の結果である
とともに、それは1911年に制定された失業保険法と組み合わせられることにより、さらに実
効性ある組織として機能することとなった。職業紹介所と失業保険法との関係は、稿を新た
めて考察することとして、ここでは、 1909年の職業紹介所法にふれるにとどめる。前節でみ
たように、失業労働者法の下で、貧困救済機関と協力して、職業紹介所が設置されたが、そ
の形態は任意の機関であり、地方の職業紹介所はその数も少なく、分散して存在していたに
すぎなかった。しかも限定された一時的労働の提供形態での扶助にすきなかったこともあ
り、事実上、その機能は十分な効力を発揮できなかった。その反省から、職業紹介を本当に
実効あるものにするためには、国立の職業紹介所を設置し、労働力の質の改善をはかるため
の改善策として、「初等教育の改善」と「身体的訓練」（職業訓練）の必要性が提案された。
「報告」（多数派）では、断続的な雇用（常用としての定職でない屈用）が自由（臨時）雇
用や不完全就業の源泉であり、貧困と失業の源であるという所説から、「雇用の定期化」の
ために、以下の改善策が提案されている（同上、 p.441)。第一に、断続的な労働者の将来の
供給を減少させる尺度として、次の施策が提起された。 (1)職業紹介所、 (2)事故をひき
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起こすような職業から児童を保護する。 (3)「技術教育と若年者の肉体的訓練の強制的な施
設」（職業訓練所）の増大、 (4)「失業による貧困」への総合的扶助計画の策定。第二に、
労働者や使用者による断続的労働の滞留を減少させるような方策として、 (a)商務省は、地
方の調査により、特に断続的な労働によって影響される職業の進歩的改善計画を立てる努力
をする。 (b)公共当局（職業紹介所）は、 1)彼の労働を可能な限り、定期化させる。 2)
労働の一般的需要が少ない時は、できるだけ、彼らの不規則な仕事を引き受けるよう努力を
する。「報告」の少数派は、貧困と失業の源泉になっている自由労働（臨時労働）と不完全
就業（断続的な不規則労働）の改善のためには、国立の職業紹介所の設立の必要性を主張し
た。「報告」は「商務省の管理・監督の下での職業紹介所の設立を提案」し、次の 2つの目
的の達成を課題としている（同上、 pp.630-631)。(1)労働の移動の増大。「職業紹介所は、
使用者と雇用者に自由に使用でき、その経営はこの両者の階級の合同委員会によってなさる
こと」が必要である。 (2)情報の収集と配分。「この最も明確な形態は国レベルの労働の需
給関係、また公共事業と他の契約に関する情報の伝達である」とされる。
2)「報告」の勧告を受けて、 1909年に成立した職業紹介所法10)は、本則としては 6項目
からなる内容のものであった。また同法の運用規定（一般的規定）は、 1910年 1月に本則の
補足規定として策定され、 7項目の規定からなっていた (Chegwidden,T.S.and Myrddin-
Evans, G. (1934) pp.251-253)。
職業紹介所法の主要な内容は、以下の項目からなっている。職業紹介所法の本則におい
て、「職業紹介所を設立し、情報の収集と整備をおこなう商務省の権限」が明確に規定され
た。第一に、職業紹介所の目的が規定され、商務省は、使用者が労働者を必要とする、また
労働者が求職するための情報の収集と整備のために、職業紹介所を設立する。第二に、職業
紹介所を設立する権限が、貧困委員会より、商務省に移譲される。第三に、使用者と労働者
の双方の代表からなる地方の代議制諮問委員会が、地域の職業紹介所の管理運営で、商務省
への助言と援助のために、各地域で任命される。
1905年の失業労働者法では、貧困委員会の下で、任意の機関として職業紹介所の業務がな
されていたが、本法において、職業紹介所の管轄権限が商務省に移譲され、初めて国立の職
業紹介所が設立された。職業紹介所の運営細則（「一般的規定」、同上、 p.254) は、次のよ
うに策定された。 (1)雇用志願者は職業紹介所より 3マイル以内の場合に登録また再登録
することができる。職業紹介所と居住地の距離が、上記の規定より離れている場合は、郵便
によって登録、再登録を受け付ける。登録は、表5の「第一調査票」への記載によっておこ
なわれる。ただし上記の登録は、若年者の志願には適用されない〔志願者の一定の居住性〕。
(2)登録期間は 7日間有効である〔失業登録カードは 1週間有効である〕。 (3)スライキ
115 
116 関西大学『経済論集』第54巻第 1号 (2004年 6月）
とロックアウト中の者は、表6の第二の調査票に記載し、保存する。 (4)賃金と条件に関
しては、「 1)使用者とへの雇用と欠員の申請に対応する責務のある職業紹介所の係官は、
…希望された、または提供された賃金率に関するかれが所有する情報を使用者と志願者に提
供する以外、賃金または他の条件に関して、いかなる責任をもたたない」。…「 3)拒否の
理由が彼の仕事に影響を与える労働争議である場合、または提供された賃金が、雇用が見い
だされた地域での仕事の現在の水準よりも低い場合には、いかなる者も、提供された屈用を
拒否することにより、無資格になるとか、既得権を失うことはない」〔職業紹介所は、職業
紹介における所有する賃金率に関する情報の提供以外、責任をおわない。また提供された職
業紹介に対する拒否は、労働争議の場合または提供された賃金の賃金率が、その地域の水準
より低い場合には、拒否によって志願の資格を失うことはない〕。 (5)職業紹介所を利用し
て仕事に就くのに必要な旅行費用は、職業紹介所から貸付けられる。
3)国立の職業紹介所は、全国的に展開されていくのであるが、それが、その実をあげる
のは、 1911年の国立の強制的失業保険法が成立し、職業紹介所が失業保険業務の重要な機関
して機能することになってからであった。職業紹介所の運営・機能については、失業保険法
とその行政との関係において、別稿において考察することにする。ここでは、職業紹介所に
ついての N.ホワイトサイドの所説に言及するにとどめる (Whiteside,N. (1991) pp.62-63) 
「職業紹介所は、労働供給と利用しうる欠員と共同するように作用するだろう。職業紹介所
の公共事務所は、『怠惰な者』と『真の』 (genuine)労働者を区別し、怠惰な者が仕事をえ
ることを防止」する役割を果たした。また「再び臨時の仕事に就こうとする者については、
職業紹介所は、その願いを叶えないだろう。…職業紹介の結果は、怠惰な者または労働不能
な者を扶助することと全くの反対の位置」にある。 W.Hビバリッジは、「不完全就業問題の
根元は、臨時労働への使用者による需要から生じている」とみなし、国立の職業紹介所の設
置を提唱したが、 N ホワイトサイドは、彼の所説を、次のように評価している。 W.Hビバ
リッジは「ブースのように個々人の労働習慣には関心がなく、臨時労働者を不規則労働の形
態で就労させないようにすることによって、労働市場の実際を改良すること」を目指し、
「国家の行為の堅い信者であった」。彼の「目的は、国家の資源としての労働を消費させ、産
業の効率性を低下させるような飲酒、劣悪な仕事、等による浪費の除去にあった」。そこで
「唯一可能性のある失業政策は、雇用過程の合理化に焦点をあて、失業者を雇用不能な者か
ら分離し、前者を国家の扶助に委ねることであった。これらの目的を達成するために提案さ
れた手段は、職業紹介所の中央管理のシステムと強制的失業保険の国家システムであった」
（同上、 p.62)。
116 
むすび
イギリスの失業救済と失業統計（岩井）
表5 第一調査票
成人の雇用登録の調査票に含まれる事項
（注一志願者は，総ての項目の記入を強制されない。）
姓名...........................他の名前・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・年齢．．．．．．．．．．．．．．．
住所．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
希望する仕事．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
仕事の等級における最後の使用者とその前の使用者、
その住所、屈用期間と雇用の日付も記載…………•............ 
希望した仕事への資格．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．
以下の仕事に就業する意思がある…………•．．．．．．．．．．．．．．．．．． 
離れた所の仕事に就く意思があるかどうか……………••.......... 
仕事を開始時期は自由である………....................... 
（出所） Chengeidden and Myrddin-Evans (1934), p.253 
表6 第二調査票
規則ITT*での関係説明の調査票
私は、下記に記載（協会の名前の記載）によって正しく承認されて
おり、上記の協会が労働争議（「ストライキ」や「ロックアウト」、そ
の他を記入）中であることを、（会社の名前、会社の種類、協会の名
前を添えて）、申語すること依頼します。
日付 日 19
署名
住所
＊規則ilは、労働争議関係の規則である。
（出所）同上、 p.253.
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本稿では、失業保険法の成立に至る過程、その成立前の時期を対象に、労働組合の失業給
付事業、失業救済と失業労働者法 (1905年）および職業紹介所法 (1909年）の概要と論点を
考察し、請求者登録統計の原型の形成をみた。その主題は、失業統計（請求者登録統計）の
基礎にある失業救済の諸施策における失業給付、失業救済の対象労働者の諸規定、救済、給
付機関のその条件、また救済、給付の受給者の条件の諸規定とその歴史的規定性に関わる諸
論点を考察にあった。
1909年に公表された王立救貧法委員会報告は、旧来の救貧法の施策の歴史的再検討をおこ
ない、 20世紀初頭の都市の労働能力者の失業救済の課題を提起した。都市を中心とする自由
労働（臨時労働）と不完全就業の慢性的集積が、都市の失業と貧困の原因とみなされ、救貧
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法と区別される、新たな失業救済政策の検討と救施策の策定が緊急の課題とされた。失業救
済事業は、 19世紀後半から実施された労働組合の失業救済事業、すなわち労働組合の失業給
付が一定の歴史的役割を果たし、その経験が、強制的失業保険の制度の一つの基礎となっ
た。労働組合の自助的な失業給付事業と並行して、一連の失業救済の関連法案が提起され、
1905年の失業労働者法、 1909年の職業紹介所法の成立をみた。失業労働者法における救済失
業者の規定、一時的労働の扶助の条件、また職業紹介所法における職業紹介の諸条件の規定
は、失業の測定での失業の諸条件の規定に深く関係しており、請求者登録統計の基本的概念
と方法の形成の基礎になるものであった。しかし失業労働者法にみられるように、救貧法の
救済機関と連携して実施された失業救済事業は、任意の職業紹介所を介しての一時的労働の
扶助にすぎず、救貧法的自助の精神の残存をしめしたものであり、失業労働者の実効ある救
済にはいたらなかった。「報告」は、失業労働者法の反省から、 1909年の国立の職業紹介所
の設立とともに、未組織労働者や自由労働（臨時労働）の不規則労働者の失業救済を目的
に、失業保険法の設立を勧告した。 1911年に国家の強制保険としての失業保険法（国民保険
法の第 2部）が成立した。
失業保険法の成立によって、請求者登録統計の原型はさらに展開され、確立された。失業
保険法の下で、「失業保険対象者の規定」および「失業給付の受給資格の諸規定」が論点と
なり、論議が重られた11)。失業保険の対象となる失業者規定（平常「常用雇用」に就いてい
て、「一時的に失業している者」）、また失業給付の諸条件に関する「法制的条件」の規定一
1)失業以前に正規雇用に就いている、 2)継続して失業していることの証明、 3)働くこ
とができることの証明、 4)請求者の状態を維持するための「相応な仕事 (suitablework)」
の規定、等—が論点とされた。これら失業保険の対象と給付条件の「法制的条件」の規定
は、請求者登録統計の基礎をなすものである。失業統計の原型の確立、失業保険と請求者登
録統計の歴史的社会的規定性、その基本的概念と方法の検討、考察が、次の課題である。
注
1)イギリスの請求者登録統計は、失業給付に関する政府業務の記録としての業務統計であるので、政府
の社会保障政策の変化、失業関係給付の規定の行政的変更にともない、失業の規定とその範囲は、政
策的に変更され、請求者登録統計の対象反映性、連続性が問題にされてきた。政府の社会保障、失業
保険政策の変更、その失業給付等の行政手続と請求者登録統計を巡って、失業統計批判論争が展開さ
れてきた（岩井 (2003)、参考文献、参照）。特に最近の政府関係の事例では、サッチャー政権下の統
計の合理化、レイナー委員会による失業給付条件の改変（職業紹介所での求職の登録者から失業給付
の登録者への変更）による請求者登録統計の変更 (RaynerScutiny (1980)、Rayner,D. (1981))、1989
年の社会保障法の改正にともなう失業給付条件の改変の検討 (Bayson,A.and Jacobs, J.(1990))、およ
び1994年のJobseeker'sAllowanceの改訂 (Jobseeker'sAllowance (1994)、他）、がある。
2) ILOは、第一次大戦後の発足当初から失業問題の調査研究に栢極的に取り組み、 1925年に調査報告
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『失業統計の作成方法 各国政府の回答』〔ILO(1925)〕を公表している。この調査報告書は、相異な
る統計の作成方法の問題、すなわち業務統計（失業保険統計、職業紹介所統計、労働組合統計）と調
査統計（当時は有業者方式の失業調査、センサス）上の問題とともに、その甚礎にある測定可能な「失
業概念」を検討している。当時の統計上の失業の一般的規定は、「失業は、働く能力と働く意志がある
が、その技能と期待に相応した雇用をみいだすことができない労働者の状態」（パリーの失業に関する
国際会議）とされており、 1925年の上記の調査報告書およびILO国際統計家会議の報告と決議におい
て、この定義を括礎にして、失業統計の基本的概念と方法が論議された（岩井 (1992)、第 1章、第 1
節、参照）。
3)王立救貧法委員会は、 1909年に、 19世紀から20世紀初頭にかけてのイギリスの社会経済状況の分析を
踏まえて、旧来の救貧法とその施策の批判的検討と20世紀初頭に顕著になる都市の労働能力者（健常
者）の失業および不完全就業の対策を検討し、その施策を勧告した政府の詳細な調査報告書（「報告」
1909) を公表した。この「報告」の概要、評価については、樫原 朗 (1975)、第12章、参照。
4)失業救済から失業保険法の成立にいたる歴史的概要一労働組合失業給付、失業労働者法、職業紹介所
法、失業保険法ーについては、次の研究を参照。 Beveridge,W. H. (1909) (1930), Jackson, C. (1910), 
Chap. I, Il, Gibbon, I, G. (1911), Chap.I, I, XII, Morley, F. (1924), Chap. I, Mills, F.C. (1917), Chap. I, 
Davison, R. (1929), Chap.1,11,III, Chegeidden, T.S. and Myrddin-Evans, G. (1934), Chap. V, Whiteside, N. 
(1991), Chap.11,III. 
5) H. サウソール (Southall,H.) は、イギリスの労働統計（貧困と失業）の歴史研究において著名であ
り、本稿で言及する論文は、イギリスのラデイカル統計学グループ (RSG)の創立25周年記念の共同
書、 Doring,D Simpson, S. (eds) (1999) Statistics in Society The Arithmetik of Politics, Arnold. D. ドー
リング、 s.シンプソン編著、岩井浩、金子治平、近昭夫、杉森滉ー監訳 (2003b) 『現代イギリスの政
治算術一統計は社会を変えるか一』北海道大学図書刊行会に収録された「歴史統計によって貧困と困
窮の統計を研究する」（同、 40章、拙訳）に収録されている。イギリスの RSGの思想と活動について
は、岩井浩 (2002a)、参照。
6) 1911年の失業保険法の成立以降、第一次大戦と周期的恐慌によって、大蜃の失業者の排出し、強制的
失業保険の運営は危機にさらされ、幾多の検討、改訂がなされた。失業保険事業を検討する王立失業
保険委員会が組織され、 1931年に「最初の報告書」（「報告」 1931)、1932年に「最終報告書」（「報告」
1932)が公表された。国家形態の失業保険法は、当初から労働組合の失業給付（失業保険）が甚礎に
据えられており、その経験が失業保険の運営に生かされた。「報告」 (1932)では、労働組合の失業保
険事業が、歴史的に総括・ 評価されている。
7) W.Hベバリッジは、失業統計情報の源泉として、三つの源泉を考察している (Beveridge,W.H. 
(1909) pp.16-29)。①）労働組合の失業給付統計、②貧困委員会の記録（同上、 p.23)、③副次的情報
資料（同上、 p.25)の三つの情報である。労働組合の失業給付の記録以外に、他の二つの資料がある。
貧困委員会の記録は、失業労働者法の下での職業紹介所等を通じての失業救助の記録であるが、それ
は限定された記録であった。また副次的情報資料には、①涸業、製造業の活動記録、②廂務省によっ
て収集された LabourGazette誌に掲載された雇用・失業の関係統計、③労働組合の報告資料、④救貧
の記録、等がある。
8)王立救貧法委員会報告 (1909) は、 14名からなる多数派「報告」と 4名からなる少数派「報告」から
なっていた。多数派は、改革の保守的グループで、救貧法部局や慈善組織協会の立場が強く主張され、
失業・貧困の改善策も現行方式を維持しながら改善を加える方策を提唱した。 S.ウエッブに率いられ
た少数派は、救貧法の廃止を唱えるフエビアン協会と路線を共にしながら、労働者側の立場からの改
善案を提出した。ここでは両派の見解には立ち入らないが、救貧法委員会報告の概要、評価について
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は、樫原朗 (1973)、第12章、参照。
9) W.Hベバリッジは、当時の失業救済の理論的基礎となる失業理論として、 4つの失業理論を規定し
ている。それは、①産業的質の過不足 (Beveridge,W.H. (1909) pp.111-131)、②産業循環（季節変動
と景気循環、同上、 p.38-67)③労働予備軍（同上、 pp.69-110)④個人的要因（同上、 pp.133-149)の
理論である。失業救済策との関係で、産業的質の過不足と産業予備軍の理論にふれる。資本主義経済
の生産と消費の基本的矛盾に起因する産業循環の理論と多様な諸形態について、 W.Hベバリッジは詳
細な研究をおこなっている。 C.マイルズは、この研究の最初の理論的研究者として、 J.A.ホブソンが、
「これらの周期的不況を、失業問題についての彼の分析の中心位置づけ」、失業は「産業的不況と『過
小消費』の観点からすると、産業的不良の直接的な経済的原因である」と規定していることを指摘し
ている (Mills,C. (1917)、pp.62-63)。
10) Chegwidden,T.S. and Myrddin-Evans, G. (1934) Appendix I Labour Exchanges Act,1909, pp.251-253. 
Appendix Iには、 GeneralRegulations Dated January 28,1910,made by Board of Trade in pursuance of 
Section of the Labour Exchanges Act, 1909, (S.R.O.No.800 of 1910)が収録されている。
11)失業保険法については、NationalInsurance Bill (1911) a,b,cおよびUnemploymentinsurance (1913)、
参照。失業保険法の概要、評価については、注 6)の文献、参照。失業保険法における保険対象者お
よび失業給付の「法制的条件」の規定、それを巡る論議については、失業保険関係法と Tillyard,F. 
(1949)、参照。特に後者では、 1911年から1948年にいたる失業保険法の変遷を、その法制的諸規定の
改変を一つの柱として考察されている。
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